
１　総括１　総括１　総括１　総括 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）
 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）Ａ Ｂ  給与費 （B/A）（注）１　職員手当には退職手当を含みません。      ２　職員数は、平成２９年４月１日現在の人数です。      ３　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んで      　　いません。

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、      　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）      　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。　　　２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス　　　　　指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、　　　　　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。　　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋江東区の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく　　　　　地域手当支給率）により算出。）    ※　平成30年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年    　　連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み　国においては、給与制度の総合的見直しにおける俸給表の引下げ及び地域手当の支給割合の見直しについて、激変緩和のため、経過措置が実施されましたが、特別区においては、同様に行った給料表の引き下げ及び地域手当の支給割合の見直しについて、経過措置を実施しなかったことによるものです。

　　　　　千円Ｂ 14.5
千円

4,830,288職 員 数 期末・勤勉手当千円
13.0

 (3) ラスパイレス指数の状況 (3) ラスパイレス指数の状況 (3) ラスパイレス指数の状況 (3) ラスパイレス指数の状況
2,636 17,870,126  計 6,8904,573,841 6,779 一人当たり給与費25,609,995

千円千円給　 料 職員手当人
513,917 196,936,202

千円9,844,027
区分 歳 出 額 Ａ住民基本台帳人口（30年1月1日）

平成３０年度　江東区の給与・定員管理等について平成３０年度　江東区の給与・定員管理等について平成３０年度　江東区の給与・定員管理等について平成３０年度　江東区の給与・定員管理等について
実質収支 人 件 費

千円
（参考）28年度の人件費率％人件費率Ｂ／Ａ　　　　　　％（参考）一人当たり (参考)特別区平均29年度 人　

29年度区分 給   与   費3,452,258
　　　　　　　千円　　　　　千円

(H27)97.9 (H27)98.2 (H27)98.7 (H28)99.3 (H28)99.4 (H28)99.1 (H29)99.2 (H29)99.6 (H29)99.1 (H30)99.3 (H30)100.1 (H30)99.2 95.0100.0105.0110.0

江東区 特別区平均 全国市平均(99.6) (99.3)(99.2)(99.3)
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 (４) 給与改定の状況(４) 給与改定の状況(４) 給与改定の状況(４) 給与改定の状況　　　　①月例給 （参考）Ａ Ｂ円 円 円 ％ ％ ％ 　　　　②特別給（期末・勤勉手当） （参考）Ａ Ｂ  (５) 給与制度の総合的見直しの実施状況について(５) 給与制度の総合的見直しの実施状況について(５) 給与制度の総合的見直しの実施状況について(５) 給与制度の総合的見直しの実施状況について①給料表の見直し　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合にはその理由））　（給料表の改定実施時期）平成27年4月1日　（内容）給料月額について地域手当の支給割合引上げ分と同率程度引下げを実施しました（経過措置なし）。②地域手当の見直し　実施内容（国基準における場合の支給割合及び江東区の支給割合）　（支給割合）下記のとおり　（実施時期）平成27年4月1日　（参考）
③その他の見直し内容　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について見直しを実施しました（平成27年4月1日実施）。 (６) 特記事項(６) 特記事項(６) 特記事項(６) 特記事項

4.50
　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の （注） 4.50 月「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。　　　　　支給割合の見直し等に取り組むとされています。［　実施　　未実施］

月月 4.45月 較差4.62

国基準による支給割合江東区の支給割合

給与改定率0.00 △ 2.46 
30年度
区分 △ 9,671 30年度 「民間給与」「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額です。

人事委員会の勧告公務員給与 （改定率）
Ａ－Ｂ 年間支給月数

393,431
民間の支給 公務員の 月0.10 0.12 月　割合　　

較差
勧告区分 （改定月数)

民間給与 （注） Ａ－Ｂ
　国の年間　支給月数支給月数人事委員会の勧告( △ 2.46 ％) 勧告383,760 国の改定率0.16 

平成30年度の支給割合20％20％平成26年度の支給割合18％18％ 平成27年度の支給割合4月1日時点18％20％ 遡及改定後18.5％― 平成28年度の支給割合20％20％ 平成29年度の支給割合20％20％
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　　　　①一般行政職 歳 円 円 円歳 円 円 円歳 円 円 円歳 円 円 円　　　　②技能労務職 歳 人 円 円 円うち 歳 人 円 円 円 歳 円うち 歳 人 円 円 円 歳 円歳 人 円 円 円歳 人 円 円歳 人 円 円 円（Ｃ） （Ｄ）円 円円 円※※※　　　　③小・中学校・幼稚園教育職 歳 円 円歳 円 円歳 円 円
(2) 職員の初任給の状況(2) 職員の初任給の状況(2) 職員の初任給の状況(2) 職員の初任給の状況 円円円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円（注）技能労務職は、技能Ⅵの初任給を記載しています。（注）幼稚園教育職の東京都の欄には、小・中学校教育職の初任給を記載しています。

307,876 395,638
1.74

43.5 444,592
363,899

428,762 対応する民間 の類似職種 1.45301,331
103 286,817 ―― ――

Ａ／Ｂ

（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）平均年齢 平均給料月額 387,146
52.0

平均給与月額（国比較ベース）
386,614

平均給与月額
41.2 ――　

――
360,376 ――

平均年齢
江 東 区

参　考

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成27～29年の３ヶ年平均）。技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致するものではありません。年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
うち清掃職員

――

国

3151,418
2,808,700

―― ―― ―― 廃棄物処理業 ――55.6 ――
――

公　務　員 平均給与月額（国比較ベース）

平均年齢35.9

 用務員
―― ――353,600146江　東　区

――

37.3 318,638
高 校 卒大 学 卒 ――　147,100短 大 卒幼稚園教育職 196,300

361,938294,639 396,641295,571292,009 424,792 371,091 293,000
410,940

143,700147,100194,800177,700 179,400 ――　

――51.8 45.8 207,200

東 京 都技能労務職区　　　分

6,779,1025,892,976

182,700円

391,826

江 東 区

404,146

426,517平均給料月額

一般行政職 一般職高 校 卒 142,000 ――　

民　間
東 京 都 47.8

大 学 卒 144,600

東 京 都 40.4

179,200183,700総合職

――

（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）

41.5

183,700

314,490

円

区  分 339,718

421,627

―― ――
平均給与月額(B)

410,439

――

東 京 都
1.68

307,851
江 東 区

4,038,000
49.7

特 別 区

区　　分
372,819295特 別 区

56.3国 ――
うち用務員 年収ベース（試算値）の比較

平均給与月額40.5

参　　　考50.7 328,637
職員数平均年齢

公務員江　東　区 2.10

439,954　「平均給料月額」とは、平成30年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。（注）１　　　２　　

292,265平均給料月額
清掃職員

Ｃ／Ｄ

民　　間
2,553区　　分

用務員
329,845307,405国
平均給与月額(A)特 別 区

区  分
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況円 円 円 円円 円 円 円円 円 円 円円 円 円 円円 円 円 円（注）幼稚園教育職（大学卒）の経験年数25年および30年、（短大卒）の経験年数10年、20年、及び30年については、該当者がいません。３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況 （平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）人 ％ 円 円人 ％ 円 円人 ％ 円 円人 ％ 円 円人 ％ 円 円人 ％ 円 円（注）１　本区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。      ２　基準となる職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）　平成30年に８級制から６級制に変更しています（旧給料表の１級及び２級並びに６級及び７級をそれ　　　　ぞれ統合）。

142,500

経験年数３０年
388,100 307,312

基準となる職務
254,200285,000245４　　級

経験年数１０年

407,300

265,790218,833191,200 307,500288,560

課長補佐の職務部長、担当部長又は参事の職務

427,200―― ――
358,400
――

5.929.840.017.6

387,879302,121
構　成　比

経験年数２０年幼稚園教育職 364,635技能労務職

課長、担当課長又は副参事の職務

（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）
――282,350

区　　分
５　　級
１　　級 557416

65
係員の職務

高 校 卒大 学 卒 ――区　　　         分大 学 卒

197,100227,3004.72.083２　　級３　　級 係長、担当係長又は主査の職務主任の職務

374,836一般行政職 経験年数２５年379,873344,127高 校 卒
324,800

370,300 429,200
最高号給の給料月額
455,000６　　級

短 大 卒
１号給の給料月額職　員　数

28 515,500

１級, 40.0 % １級, 5.0 % １級, 4.9 %
２級, 29.8 %

２級, 28.0 % ２級, 27.1 %

３級, 17.6 %
３級, 35.2 % ３級, 28.7 %

４級, 5.9 % ４級, 20.0 % ４級, 26.3 %５級, 4.7 % ５級, 5.1 % ５級, 6.2 %６級, 2.0 % ６級, 3.7 % ６級, 4.6 %７級, 1.5 % ７級, 1.1 %８級, 1.5 % ８級, 1.1 %

0%10%20%
30%40%50%
60%70%80%
90%100%

平成30年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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　(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一）） （平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）

    (3) 昇給への人事評価の活用状況(3) 昇給への人事評価の活用状況(3) 昇給への人事評価の活用状況(3) 昇給への人事評価の活用状況　

４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況    (1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）千円 千円（29年度支給割合） （29年度支給割合） （29年度支給割合）　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当 　期末手当 　勤勉手当月分 月分 月分 月分 月分 月分月分 月分 月分 月分 月分 月分（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況） 5～20％  3～20％ ・役職加算  5～20％・管理職加算 15～20％ ・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。
2.60 東　京　都 2.60

上位、標準の区分標準の区分のみ（一律）

(1.45)・職務段階別加算

上位、標準、下位の区分標準、下位の区分 ○昇給可能な区分

(0.90)

平成30年4月2日から平成31年4月1日までにおける運用 管理職員 一般職員イ　人事評価を活用している ○ ○　　活用している昇給区分
　　活用予定時期

職制上の段階、職務の級等による加算措置 1.801.90 2.60(1.45)
国

(1.45) (0.90) 1.90・職務段階別加算

昇給実績がある区分

1,703
職制上の段階、職務の級等による加算措置

ロ　人事評価を実施していない
江　東　区

職制上の段階、職務の級等による加算措置

○ ○○

1,836 (0.85)

昇給実績がある区分昇給可能な区分
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勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

 (2) 退職手当 (2) 退職手当 (2) 退職手当 (2) 退職手当(支給率) (支給率)勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（２～２０％加算） （２～４５％加算）１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 (3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当支給実績（29年度決算） 千円支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 円％ 人 ％ (4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当 （平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）支給実績（29年度決算） 千円支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 円職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） ％手当の種類（手当数） 種類
20.0 20.0709,7772,096,681

47.70

○

39.75

清掃事務所職員 75
左記職員に対する支給単価保健・福祉業務手当手当の名称 福祉事務所、塩浜福祉園及び保健所職員 4,720主な支給対象職員 主な支給対象業務

25,367 千円 日額 700円特定危険現場作業手当 日額 380円日額 270円清掃業務従事職員特殊勤務手当
昇降機等の検査業務危険高所での検査業務 千円支給実績（29年度決算）

2,334

日額 170円 ～580円総務部経理課及び営繕課、都市整備部建築課、土木部道路課及び施設保全課、教育委員会学校施設課職員

39.7575国

2,944
15.73

支 給 率 支給対象職員数
面接、訪問、相談業務及び各種検査業務

47.709自己都合
○

39.75

廃棄物の処理に関連する業務

28.0395

江東区内
20,081

69,179

19.6695（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）18.00

30,162
千円

国の制度（支給率）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）

平成30年度中における運用
標準、下位の成績率イ　人事評価を活用している　　活用している成績率 支給可能な成績率 支給実績がある成績率上位、標準、下位の成績率上位、標準の成績率 ○ ○

47.709
支給対象地域

支給実績がある成績率

47.709勧奨・定年24.55 24.586875

支給可能な成績率

32.9528.00 47.70
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額です。

ロ　人事評価を活用していない　　活用予定時期
応募認定・定年自己都合江  東  区 33.27075

管理職員 一般職員○ ○
標準の成績率のみ（一律）
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 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当支給実績（29年度決算） 千円職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 千円支給実績（28年度決算） 千円職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 千円（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年　　　度の4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは　　　ならない職員を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含みます。 (6) その他の手当 (6) その他の手当 (6) その他の手当 (6) その他の手当 円 
円部長職　 127,600(医療職 142,400)円重要困難課長 101,500円課長職　  91,700(医療職  94,800)円幼稚園長  89,600円副園長    64,700円 円
円
円円

180,443

異なる 支給期間、支給額 千円千円15,515
住宅を借り受け、月額27,000円以上の家賃を支払う世帯主等の職員に支給

7,500 円
国の制度との異　同

195

上記以外の扶養親族１人につき（支給額）

に達する日以後の最初の3月31日まで初任給調整手当

162,760

１時間当たり給与額×135/100×勤務時間

交通機関等の利用者
千円143,927

支給要件、支給額住居手当 日までの職員は18,700円、満27歳に

特定期間の子への加算額

8,300 円（支給額）達する日以後最初の4月1日から満32歳 2,216,429
千円異なる

同じ休日給 268,500 円同、       21～40年　１年ごとに減額

千円 147,918

234,966（支給額） ――１時間当たり給与額×25/100×勤務時間
大学卒業後 １～20年医師、その他専門的知識を必要とする職に従事する職員に一定期間支給
交通用具使用者　６か月定期券相当額通勤距離が片道２km以上である職員に支給

99,680　限度額；１か月あたり55,000円
管理職手当
手　当　名扶養手当 支給額

自動車等使用距離区分
管理又は監督する地位にある職員に支給 1,133,283

（月額）　通勤距離により2,600円～13,000円（支給額）
満27歳に達する日以後の最初の3月31 168,949
の職員は9,300円をそれぞれ加算

373,640

休日給夜勤手当 （支給額）夜勤手当休日又は深夜に勤務した職員に支給 90,227

通勤手当

内容及び支給単価 （29年度決算） （29年度決算）
（支給額）職務ごとの定額
扶養親族のある職員に支給

異なる
4,000 円10,000 円（16歳年度初め～22歳年度末）

異なる
196543,208

（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）
541,623

異なる 職務区分、支給額
千円配偶者または配偶者を欠く第一子

支 給 実 績 支給職員１人当た　り平均支給年額国の制度と異なる内容
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 (6) その他の手当 (6) その他の手当 (6) その他の手当 (6) その他の手当 円円
円円

５　特別職の報酬等の状況５　特別職の報酬等の状況５　特別職の報酬等の状況５　特別職の報酬等の状況 円 円円 円円 円円 円円 円月分月分 （１期の手当額） （支給時期）円 （任 期 毎）円 （任 期 毎）（注）退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（4年＝48月）　　　勤めた場合における退職手当の見込額です。

（29年度決算） （29年度決算）

828,600
360

支給額

756,100
副 区 長

　　（29年度支給割合） 861,200924,000 956,000
在勤する公署の移転等に伴い、配偶者と別居して単身で生活する職員に支給1,120円～4,150円

議 長
（支給額）

円／ 974,800796,000
退職手当

給　料　月　額　等1,014,800
　加算額(100㎞以上)6,000円～14,000円 （参考）特別区における最高／最低額区 分

360,000配偶者宅との交通距離による
区 長

29,129

1,256,500

管理職員特別勤務手当

給　料 副 区 長

3,379幼稚園教育職員に支給
9,300 円

円／1,157,000 円／
距離制限、支給額

3,033 千円

924,000（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）
異なる　基礎額　 　　　　 月額　30,000円

異なる

報　酬期末手当 3.81 12,566,400
区 長 　　（29年度支給割合）副 区 長区 長議 員 23,140,000　　（算定方式）　給料月額×340/100×勤続年数　給料月額×500/100×勤続年数

円／681,2003.81 813,300議 員 610,000副 議 長 589,000議 長副 議 長

宿日直手当 宿直又は日直の１回あたり 千円
義務教育等教員特別手当単身赴任手当

異なる
千円括弧書きは平日夜間の勤務の場合

宿直、日直を行った職員に支給 4,558（支給額）
8,000(4,000) 円 千円

（支給額）部長職統括課長、課長職又は幼稚園長
（支給額）職務の級、号給による定額

円／

副園長 150/100週休日等に6時間を超える勤務の場合 12,000(6,000) 円
（月額）

管理又は監督する地位にある職員が週休日又は休日および週休日等以外の午前0時から5時までの間に勤務した場合に支給 10,000(5,000) 円 48,143勤務態様、支給額 支給職員１人当た　り平均支給年額66,058手　当　名 内容及び支給単価 国の制度との異　同 国の制度と異なる内容 支 給 実 績
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６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）業務増事務の統合縮小、民間委託業務増事務の統合縮小＜参考＞　人口１万人当たり職員数 人人）＜参考＞　人口１万人当たり職員数 人人）事務の統合縮小＜参考＞　人口１万人当たり職員数 人 (2) 年齢別職員構成の状況 (2) 年齢別職員構成の状況 (2) 年齢別職員構成の状況 (2) 年齢別職員構成の状況

　
(3) 職員数の推移(3) 職員数の推移(3) 職員数の推移(3) 職員数の推移
（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）（平成30年４月１日現在）

平成30年14 人 平成29年
27 人

△29 人 （類似団体の人口１万人当たり職員数小 計

39

対前年増減数　　　　　　区　　分　部　　門 95 人

40

民 生土 木
[2,970］ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、公社等への派遣職員（特別区人事・厚生事務組合、特別区競馬組合、東京二十三区清掃一部事務組合、東京都後期高齢者医療広域連合派遣職員を除く。）を含み、臨時または非常勤職員を除いています。[     ]内は、条例定数の合計です。

32人 人20歳 23人

52.69

人

101 人 △30 人

26 年
人 人 47

（類似団体の人口１万人当たり職員数

56 人
30 年 309（単位；人・％）276 311 59～～～ ～人 計44

（注）１　　　２
335 人

2,760
人 人

2,742 2,738

5251

国保事 業 等

総合計
年度部門別教　　育 406 393

31 48

2,739 94 2,27225 年 2,291
43

普通会計[計] 2,667 2,646

102 人

職員数 未満

[    0］ 

5550
△60 (8.6％)(0.5％)

291
1129 年27 年 28 年2,642 2,6362,287

～262 307

345 人

～ 2,708
2,663
327

2,636 人

人人
過 去 ５ 年 間 の増減数 （％）

人 150

62.76

～24 28

(△1.9％)102 △522,607
27 256 169

2,738 人2,708 人 △1 人合　　計

100一般行政 2,261 2,253 2,293370 355公営企業会計
以上

93 93 2,7082,757
0

(△17.5％)(△2.2％)345 335 △71101 8

計
税 務

2,607 人
普通会計部門 教 育 部 門

区　分 36

[2,970］ 

△22 人
△19 人

～～ 35

50.73△10 人
0 人

20

95 人

60歳

公営企業等会計部門

～

事務の統合縮小、民間委託 55.97△5 人2,291 人2 人27 人 0 人
総 務 職 員 数
商 工
議 会

0 人2 人 371 人一般行政部門 2,272 人
430 人 14 人427 人 主な増減理由3 人0 人

247 人衛 生 44.215 人242 人 1,108 人労 働 1,086 人376 人

0246
8101214
16 構成比５年前の構成比%
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